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第 １２ 号 

   持続可能な社会の実現に寄与する熊本県公契約条例の制定について 

 持続可能な社会の実現に寄与する熊本県公契約条例を次のように制定することとする。 

  令和４年９月９日提出 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

   持続可能な社会の実現に寄与する熊本県公契約条例 

（目的） 

第１条 この条例は、公契約に関し、基本理念を定め、県及び事業者等の責務を明らかに

するとともに、公契約に関する基本的な事項を定めることにより、公契約制度の適正な

運用、質の高い公共サービスの提供、労働環境の整備及び地域経済の振興を図り、もっ

て県及び事業者等が相互に協力し、持続可能な社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

  (1) 公契約 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第１項の規定により、

県が締結する売買、賃借、請負その他の契約で、県がその目的たる給付に対して、対

価の支払をすべきものをいう。 

  (2) 事業者 県と公契約を締結し、又は締結しようとする者をいう。 

  (3) 事業者等 事業者及び下請、再委託、その他いかなる名義によるかを問わず、公

契約に係る業務の一部を請け負い、又は受託する者をいう。 

（基本理念） 

第３条 公契約は、その締結に至る過程において、透明性及び競争の公正性が確保される

とともに、談合その他の不正行為が排除されたものでなければならない。 

２ 公契約は、その履行により提供されるサービスが県民の生活に密接に関係することを

踏まえ、そのサービスをより質の高いものとするため、経済性に配慮した上で、契約の

性質又は目的に応じ、適正な履行が通常見込まれない金額による契約の締結の防止を図

り、価格以外の多様な要素も考慮するなど総合的に優れた内容とするものとする。 

３ 公契約は、誰もが安心して働き続けられる労働環境の整備及び活力ある地域経済の振

興に資するものとするため、公契約の履行に係る業務に従事する者の労働環境の整備が

図られるよう、適切な措置を講じられた内容でなければならないものとし、その性質又

は目的に応じ、その締結に当たって、県内に事務所又は事業所を有する事業者の受注の

機会の確保が図られたものとするとともに、次に掲げる取組が勘案された内容とするも

のとする。 

  (1) 事業者による雇用環境の整備及び多様な人材が活躍する社会の実現に資する取組 
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(2) 事業者による県産品の利用の促進その他の活力ある地域経済の振興に資する取組 

４ 公契約は、その性質又は目的に応じ、事業者が行う環境に配慮した事業活動その他の

持続可能な社会の実現に資する取組が勘案された内容とするものとする。 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、この条

例の目的を達成するために必要な取組を推進する責務を有する。 

（事業者等の責務） 

第５条 事業者等は、基本理念にのっとり、公契約に関わる者として社会的な責任を有し

ていることを踏まえ、締結した公契約について、法令を遵守するとともに、公契約を適

正に履行しなければならない。 

２ 事業者等は、県が実施する公契約に関する取組に協力するよう努めるものとする。 

（事業者等との協力） 

第６条 県及び事業者等は、相互に協力し、持続可能な社会の実現を目指すための取組を

推進するよう努めるものとする。 

（取組方針） 

第７条 県は、基本理念を踏まえた公契約の締結及びその履行を確保するため、県が取り

組むべき方針（以下「取組方針」という。）を定めるものとする。 

２ 取組方針には、基本理念を踏まえた公契約に係る取組の総合的かつ効果的な推進に関

する必要な事項を定めるものとする。 

 （意見聴取） 

第８条 知事は、この条例の適切な運用を図るため、取組方針その他の重要事項について、

学識経験者及び関係団体の意見を聴くものとする。 

（指定管理者制度における取扱い） 

第９条 県は、公の施設の管理を指定管理者（地方自治法第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者をいう。）に行わせる場合は、この条例の趣旨を踏まえ、公契約に準じた

取扱いを行うものとする。 

（雑則） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、知事が定める。 

附 則 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 第７条第１項の規定による取組方針の策定及びこれに関し必要な手続その他の行為は、

この条例の施行前においても、同項、同条第２項及び第８条の規定の例により行うこと

ができる。  

（提案理由） 
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公契約制度の適正な運用、質の高い公共サービスの提供、労働環境の整備及び地域経済

の振興を図り、もって県及び事業者等が相互に協力し、持続可能な社会の実現に寄与する

ため、公契約に関し、基本理念を定め、県及び事業者等の責務を明らかにするほか、必要

な事項を定める必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


